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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一パネル部材に形成された本体パネル部の端部から突出すると共に前記本体パネル部
の端部に沿って延びる第一フランジと、
　前記第一パネル部材と共に車体部材を構成する第二パネル部材に前記第一フランジと対
向して形成されると共に、前記第一フランジの接着部と接着された被接着部と、前記第一
フランジの延びる方向に前記接着部と並んで形成され前記第一フランジの溶接部と溶接さ
れた被溶接部とを有する第二フランジと、
　前記第二パネル部材において前記第一フランジの突出する方向に前記第二フランジと並
んで形成された隣接パネル部に形成されると共に、前記第一フランジ及び前記第二フラン
ジの対向する方向における前記第一フランジ側に突出し、且つ、前記被溶接部と前記第一
フランジの延びる方向にオーバラップする突出部と、
　を備え、
　前記突出部は、前記第一フランジにおける前記突出部側の端部と当接又は近接され、
　前記突出部における前記第二フランジ側の壁面は、前記第一フランジ及び前記第二フラ
ンジの対向する方向に延びている、
　車体部材の接合構造。
【請求項２】
　前記隣接パネル部は、前記第二フランジの先端部と連続して形成され、
　前記本体パネル部には、前記第一フランジ及び前記第二フランジの対向する方向に貫通
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する貫通孔が形成され、
　前記第二パネル部材のうち、前記本体パネル部における前記貫通孔が形成された部分と
対向する対向パネル部には、前記貫通孔と同軸上に形成された同軸部と、前記同軸部から
前記第二フランジ側に延長して形成された延長部とを有する長孔が形成され、
　前記貫通孔における前記第一フランジ側の端部から前記第一フランジの基端部までの前
記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ１、
　前記貫通孔における前記第一フランジ側の端部から前記第一フランジの先端部までの前
記第一フランジの突出する方向に沿った長さＬ２、
　前記長孔における前記第二フランジ側の端部から前記突出部の頂部までの前記第一フラ
ンジの突出する方向に沿った長さをＬ３、
　前記貫通孔における前記第一フランジと反対側の端部から前記第一フランジの先端部ま
での前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ４、
　前記長孔における前記第二フランジと反対側の端部から前記突出部における前記第二フ
ランジ側の端部までの前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ５、
　前記長孔における前記第二フランジと反対側の端部から前記第二フランジの基端部まで
の前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ６とした場合に、
　Ｌ２＞Ｌ３＞Ｌ１、且つ、Ｌ５≧Ｌ４＞Ｌ６を満足している、
　請求項１に記載の車体部材の接合構造。
【請求項３】
　前記隣接パネル部は、前記第二フランジの基端部と連続して形成され、
　前記本体パネル部には、前記第一フランジ及び前記第二フランジの対向する方向に貫通
する貫通孔が形成され、
　前記第二パネル部材のうち、前記本体パネル部における前記貫通孔が形成された部分と
対向する対向パネル部には、前記貫通孔と同軸上に形成された同軸部と、前記同軸部から
前記第二フランジと反対側に延長して形成された延長部とを有する長孔が形成され、
　前記貫通孔における前記第一フランジと反対側の端部から前記第一フランジの基端部ま
での前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ１’、
　前記貫通孔における前記第一フランジと反対側の端部から前記第一フランジの先端部ま
での前記第一フランジの突出する方向に沿った長さＬ２’、
　前記長孔における前記第二フランジと反対側の端部から前記突出部の頂部までの前記第
一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ３’、
　前記貫通孔における前記第一フランジ側の端部から前記第一フランジの基端部までの前
記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ４’、
　前記長孔における前記第二フランジ側の端部から前記突出部における前記第二フランジ
側の端部までの前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ５’、
　前記長孔における前記第二フランジ側の端部から前記第二フランジの先端部までの前記
第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ６’とした場合に、
　Ｌ１’＜Ｌ３’＜Ｌ２’、且つ、Ｌ５’≦Ｌ４’＜Ｌ６’を満足している、
　請求項１に記載の車体部材の接合構造。
【請求項４】
　前記突出部は、前記第一フランジにおける前記突出部側の端部と当接又は近接されてい
る、
　請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の車体部材の接合構造。
【請求項５】
　前記突出部における前記第二フランジと反対側の壁面は、前記第一フランジ及び前記第
二フランジの対向する方向に延びている、
　請求項１～請求項４のいずれか一項に記載の車体部材の接合構造。
【請求項６】
　請求項１～請求項５のいずれか一項に記載の車体部材の接合構造が適用された車体部材
の接合方法であって、
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　前記第一フランジと前記隣接パネル部とを対向させて前記突出部の頂部を前記第一フラ
ンジに当接させると共に、前記隣接パネル部における前記突出部に対する前記第二フラン
ジと反対側の部分と前記第一フランジとの間に前記第一フランジの延びる方向の一端側か
ら他端側に亘って接着剤を介在させる第一工程と、
　前記第一フランジと前記第二フランジとが対向するように、前記第二パネル部材を前記
第一パネル部材に対して前記第一フランジの突出する方向に沿ってスライドさせて、前記
接着剤のうち前記被溶接部と前記第一フランジの延びる方向にオーバラップする部分を前
記突出部によって削ぎ取った後、前記接着部と前記被接着部とを前記接着剤のうち残余の
部分で接着する第二工程と、
　前記溶接部と前記被溶接部とを溶接する第三工程と、
　を備えた車体部材の接合方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車体部材の接合方法及び接合構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、第一パネル材のフランジと、第二パネル材のフランジとを接着及び溶接によって
接合したパネル接合構造が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２２２６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、この接合構造において、一対のフランジにおける溶接箇所に接着剤が介
在された場合、この溶接箇所の品質が低下する虞がある。
【０００５】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであって、第一フランジ及び第二フランジに
おける溶接箇所の品質を確保することができる車体部材の接合方法及び接合構造を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するために、請求項１に記載の車体部材の接合構造は、第一パネル部材
に形成された本体パネル部の端部から突出すると共に前記本体パネル部の端部に沿って延
びる第一フランジと、前記第一パネル部材と共に車体部材を構成する第二パネル部材に前
記第一フランジと対向して形成されると共に、前記第一フランジの接着部と接着された被
接着部と、前記第一フランジの延びる方向に前記接着部と並んで形成され前記第一フラン
ジの溶接部と溶接された被溶接部とを有する第二フランジと、前記第二パネル部材におい
て前記第一フランジの突出する方向に前記第二フランジと並んで形成された隣接パネル部
に形成されると共に、前記第一フランジ及び前記第二フランジの対向する方向における前
記第一フランジ側に突出し、且つ、前記被溶接部と前記第一フランジの延びる方向にオー
バラップする突出部と、を備え、前記突出部は、前記第一フランジにおける前記突出部側
の端部と当接又は近接され、前記突出部における前記第二フランジ側の壁面は、前記第一
フランジ及び前記第二フランジの対向する方向に延びている。
【０００７】
　この車体部材の接合構造によれば、上記構成により、例えば、次の要領で第一フランジ
と第二フランジとを接合することができる。すなわち、先ず、第一フランジと隣接パネル
部とを対向させて突出部の頂部を第一フランジに当接させると共に、隣接パネル部におけ
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る突出部に対する第二フランジと反対側の部分と第一フランジとの間に第一フランジの延
びる方向の一端側から他端側に亘って接着剤を介在させる（第一工程）。
【０００８】
　続いて、第一フランジと第二フランジとが対向するように、第二パネル部材を第一パネ
ル部材に対して第一フランジの突出する方向に沿ってスライドさせて、上述の接着剤のう
ち被溶接部と第一フランジの延びる方向にオーバラップする部分を突出部によって削ぎ取
る。その後、第一フランジの接着部と第二フランジの被接着部とを接着剤のうち残余の部
分で接着する（第二工程）。
【０００９】
　そして、第一フランジの溶接部と第二フランジの被溶接部とを溶接する（第三工程）。
以上の要領で、第一フランジと第二フランジとを接合することができる。
【００１０】
　ここで、この車体部材の接合構造によれば、第一工程において塗布した接着剤のうち、
被溶接部と第一フランジの延びる方向にオーバラップする部分は、突出部によって削ぎ取
られる。従って、その後、第三工程において溶接部と被溶接部とを溶接する際には、この
溶接部と被溶接部との間に接着剤が介在されることを抑制することができる。これにより
、第一フランジ及び第二フランジにおける溶接箇所の品質（つまり、溶接部及び被溶接部
における溶接品質）を確保することができる。
　また、この車体部材の接合構造によれば、突出部における第二フランジ側の壁面は、第
一フランジ及び第二フランジの対向する方向に延びている。従って、上述の第二工程にお
いて、突出部における第二フランジ側の壁面を、第一フランジにおける突出部側の端部と
当接又は近接させた場合に、突出部上を第一フランジが乗り上げることを抑制することが
できるので、第一フランジ及び第二フランジをより効果的に位置決めすることができる。
【００１１】
　請求項２に記載の車体部材の接合構造は、請求項１に記載の車体部材の接合構造におい
て、前記隣接パネル部が、前記第二フランジの先端部と連続して形成され、前記本体パネ
ル部には、前記第一フランジ及び前記第二フランジの対向する方向に貫通する貫通孔が形
成され、前記第二パネル部材のうち、前記本体パネル部における前記貫通孔が形成された
部分と対向する対向パネル部には、前記貫通孔と同軸上に形成された同軸部と、前記同軸
部から前記第二フランジ側に延長して形成された延長部とを有する長孔が形成され、前記
貫通孔における前記第一フランジ側の端部から前記第一フランジの基端部までの前記第一
フランジの突出する方向に沿った長さをＬ１、前記貫通孔における前記第一フランジ側の
端部から前記第一フランジの先端部までの前記第一フランジの突出する方向に沿った長さ
Ｌ２、前記長孔における前記第二フランジ側の端部から前記突出部の頂部までの前記第一
フランジの突出する方向に沿った長さをＬ３、前記貫通孔における前記第一フランジと反
対側の端部から前記第一フランジの先端部までの前記第一フランジの突出する方向に沿っ
た長さをＬ４、前記長孔における前記第二フランジと反対側の端部から前記突出部におけ
る前記第二フランジ側の端部までの前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ５
、前記長孔における前記第二フランジと反対側の端部から前記第二フランジの基端部まで
の前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ６とした場合に、Ｌ２＞Ｌ３＞Ｌ１
、且つ、Ｌ５≧Ｌ４＞Ｌ６を満足する構成とされている。
【００１２】
　この車体部材の接合構造によれば、上記構成により、例えば、次の要領で、第一フラン
ジと第二フランジとを位置決めすることができる。すなわち、先ず、第一工程において、
貫通孔と、長孔とに直線棒状の治具を挿入する。そして、この治具を、貫通孔における第
一フランジ側の端部、及び、長孔における第二フランジ側の端部にそれぞれ当接させる。
これにより、第一フランジが隣接パネル部と対向され、突出部の頂部が第一フランジと当
接される。
【００１３】
　続いて、第二工程において、長孔における第二フランジと反対側の端部が治具と当接す
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るまで、第二パネル部材を第一パネル部材及び治具に対して第一フランジの突出する方向
に沿ってスライドさせる。そして、長孔における第二フランジと反対側の端部が治具と当
接すると、第一フランジが突出部を乗り越えて第二フランジと位置決めされた状態で対向
される。
【００１４】
　このように、この車体部材の接合構造によれば、治具を用いると共に、貫通孔及び長孔
を基準孔として利用することで、第二工程において第一フランジ及び第二フランジを容易
に位置決めすることができる。
【００１５】
　請求項３に記載の車体部材の接合構造は、請求項１に記載の車体部材の接合構造におい
て、前記隣接パネル部が、前記第二フランジの基端部と連続して形成され、前記本体パネ
ル部には、前記第一フランジ及び前記第二フランジの対向する方向に貫通する貫通孔が形
成され、前記第二パネル部材のうち、前記本体パネル部における前記貫通孔が形成された
部分と対向する対向パネル部には、前記貫通孔と同軸上に形成された同軸部と、前記同軸
部から前記第二フランジと反対側に延長して形成された延長部とを有する長孔が形成され
、前記貫通孔における前記第一フランジと反対側の端部から前記第一フランジの基端部ま
での前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ１’、前記貫通孔における前記第
一フランジと反対側の端部から前記第一フランジの先端部までの前記第一フランジの突出
する方向に沿った長さＬ２’、前記長孔における前記第二フランジと反対側の端部から前
記突出部の頂部までの前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ３’、前記貫通
孔における前記第一フランジ側の端部から前記第一フランジの基端部までの前記第一フラ
ンジの突出する方向に沿った長さをＬ４’、前記長孔における前記第二フランジ側の端部
から前記突出部における前記第二フランジ側の端部までの前記第一フランジの突出する方
向に沿った長さをＬ５’、前記長孔における前記第二フランジ側の端部から前記第二フラ
ンジの先端部までの前記第一フランジの突出する方向に沿った長さをＬ６’とした場合に
、Ｌ１’＜Ｌ３’＜Ｌ２’、且つ、Ｌ５’≦Ｌ４’＜Ｌ６’を満足する構成とされている
。
【００１６】
　この車体部材の接合構造によれば、上記構成により、例えば、次の要領で、第一フラン
ジと第二フランジとを位置決めすることができる。すなわち、先ず、第一工程において、
貫通孔と、長孔とに直線棒状の治具を挿入する。そして、この治具を、貫通孔における第
一フランジと反対側の端部、及び、長孔における第二フランジと反対側の端部に当接させ
る。これにより、突出部の頂部が第一フランジと当接し、第一フランジが隣接パネル部と
対向される。
【００１７】
　続いて、第二工程において、長孔における第二フランジ側の端部が治具と当接するまで
、第二パネル部材を第一パネル部材及び治具に対して第一フランジの突出する方向に沿っ
てスライドさせる。そして、長孔における第二フランジ側の端部が治具と当接すると、第
一フランジが突出部を乗り越えて第二フランジと位置決めされた状態で対向される。
【００１８】
　このように、この車体部材の接合構造によれば、治具を用いると共に、貫通孔及び長孔
を基準孔として利用することで、第二工程において第一フランジ及び第二フランジを容易
に位置決めすることができる。
【００１９】
　請求項４に記載の車体部材の接合構造は、請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の
車体部材の接合構造において、前記突出部が、前記第一フランジにおける前記突出部側の
端部と当接又は近接された構成とされている。
【００２０】
　この車体部材の接合構造によれば、上述の第二工程において、突出部を第一フランジに
おける突出部側の端部と当接又は近接させることで、第一フランジ及び第二フランジを位
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置決めすることができる。
【００２１】
　請求項５に記載の車体部材の接合構造は、請求項１～請求項４のいずれか一項に記載の
車体部材の接合構造において、前記突出部における前記第二フランジと反対側の壁面が、
前記第一フランジ及び前記第二フランジの対向する方向に延びる構成とされている。
【００２２】
　この車体部材の接合構造によれば、突出部における第二フランジと反対側の壁面は、第
一フランジ及び第二フランジの対向する方向に延びている。従って、例えば、上述の第二
工程において、第二パネル部材を第一パネル部材に対して第一フランジの突出する方向に
沿ってスライドさせた際には、突出部上に接着剤が乗り上がることが抑制されるので、こ
の突出部における第二フランジと反対側の壁面によって接着剤をより効果的に削ぎ取るこ
とができる。これにより、第一フランジ及び第二フランジにおける溶接箇所の品質を向上
させることができる。
【００２５】
　また、前記課題を解決するために、請求項６に記載の車体部材の接合方法は、請求項１
～請求項５のいずれか一項に記載の車体部材の接合構造が適用された車体部材の接合方法
であって、前記第一フランジと前記隣接パネル部とを対向させて前記突出部の頂部を前記
第一フランジに当接させると共に、前記隣接パネル部における前記突出部に対する前記第
二フランジと反対側の部分と前記第一フランジとの間に前記第一フランジの延びる方向の
一端側から他端側に亘って接着剤を介在させる第一工程と、前記第一フランジと前記第二
フランジとが対向するように、前記第二パネル部材を前記第一パネル部材に対して前記第
一フランジの突出する方向に沿ってスライドさせて、前記接着剤のうち前記被溶接部と前
記第一フランジの延びる方向にオーバラップする部分を前記突出部によって削ぎ取った後
、前記接着部と前記被接着部とを前記接着剤のうち残余の部分で接着する第二工程と、前
記溶接部と前記被溶接部とを溶接する第三工程と、を備えている。
【００２６】
　この車体部材の接合方法によれば、第一工程において塗布した接着剤のうち、被溶接部
と第一フランジの延びる方向にオーバラップする部分は、突出部によって削ぎ取られる。
従って、その後、第三工程において溶接部と被溶接部とを溶接する際には、この溶接部と
被溶接部との間に接着剤が介在されることを抑制することができる。これにより、第一フ
ランジ及び第二フランジにおける溶接箇所の品質（つまり、溶接部及び被溶接部における
溶接品質）を確保することができる。
【発明の効果】
【００２７】
　以上詳述したように、本発明によれば、第一フランジ及び第二フランジにおける溶接箇
所の品質を確保することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の一実施形態に係る車体部材の接合構造が適用された車体部材の斜視図で
ある。
【図２】図１の２－２線断面図（接着部及び被接着部で切断した断面図）である。
【図３】図１の３－３線断面図（溶接部及び被溶接部で切断した断面図）である。
【図４】図１に示される第二車体パネル部材の要部拡大平面図である。
【図５】図１に示される車体部材の接合方法を断面図にて説明する図である。
【図６】図１に示される車体部材の接合方法を平面図にて説明する図である。
【図７】図１に示される突出部の第一変形例を示す図である。
【図８】図１に示される突出部の第二変形例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、図面を参照しながら、本発明の一実施形態について説明する。
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【００３０】
　図１～図３に示される車体部材１０は、本発明の一実施形態に係る車体部材の接合構造
Ｓが適用されたものであり、車体の一部を構成する骨格部材とされている。この車体部材
１０は、断面ハット状の第一パネル部材１２と、平板状の第二パネル部材１４とを有して
おり、閉断面１６を構成している。また、この車体部材１０は、閉断面１６と直交する方
向（すなわち、Ｘ方向）を長手方向とする長尺状に形成されている。
【００３１】
　第一パネル部材１２は、一対の側壁部１８，２０と、この一対の側壁部１８，２０にお
ける第二パネル部材１４と反対側の端部を連結する連結壁部２２と、一対の側壁部１８，
２０における第二パネル部材１４側の端部からそれぞれ突出する一対の第一フランジ２４
，２６とを有している。
【００３２】
　一対の第一フランジ２４，２６は、一対の側壁部１８，２０における第二パネル部材１
４側の端部に沿ってＸ方向に長尺状に延びている。なお、この第一パネル部材１２に形成
された一対の側壁部１８，２０及び連結壁部２２は、本発明における「本体パネル部」に
相当し、Ｘ方向は、本発明における「第一フランジの延びる方向」に相当する。
【００３３】
　第二パネル部材１４は、連結壁部２２と対向する対向パネル部３２と、一対の第一フラ
ンジ２４，２６の各々と対向する一対の第二フランジ３４，３６とを有している。また、
上述の第一フランジ２４，２６が側壁部１８，２０における第二パネル部材１４側の端部
からそれぞれ突出する方向をＹ方向とした場合に、この第二パネル部材１４において、第
二フランジ３４とＹ方向に並び、且つ、この第二フランジ３４を挟んだ対向パネル部３２
と反対側に位置する部分は、隣接パネル部４４とされている。この隣接パネル部４４は、
第二フランジ３４の先端部（対向パネル部３２と反対側の端部）と連続して形成されてい
る。
【００３４】
　一方、この第二パネル部材１４において、第二フランジ３６とＹ方向に並び、第二フラ
ンジ３６と対向パネル部３２との間に位置する部分は、隣接パネル部４６とされている。
この隣接パネル部４６は、第二フランジ３６の基端部（対向パネル部３２側の端部）と連
続して形成されている。
【００３５】
　そして、図２，図３に示されるように、上述の第一フランジ２４と第二フランジ３４と
は、後述する接着剤５０のうちの残余部５０Ｂ、及び、スポット溶接による溶接点５１に
より互いに接合されている。この第一フランジ２４及び第二フランジ３４において、接着
剤５０の残余部５０Ｂにより接合された部分は、接着部５２及び被接着部５３とされてお
り、後述するスポット溶接による溶接点５１により接合された部分は、溶接部５４及び被
溶接部５５とされている。この接着部５２及び被接着部５３と、溶接部５４及び被溶接部
５５とは、上述のＸ方向（図１，図３参照）に並んで形成されている。
【００３６】
　同様に、上述の第一フランジ２６と第二フランジ３６とは、後述する接着剤６０のうち
の残余部６０Ｂ、及び、スポット溶接による溶接点６１により互いに接合されている。こ
の第一フランジ２６及び第二フランジ３６において、接着剤６０の残余部６０Ｂにより接
合された部分は、接着部６２及び被接着部６３とされており、後述するスポット溶接によ
る溶接点６１により接合された部分は、溶接部６４及び被溶接部６５とされている。この
接着部６２及び被接着部６３と、溶接部６４及び被溶接部６５とは、上述のＸ方向（図１
，図３参照）に並んで形成されている。
【００３７】
　また、図３に示されるように、上述の隣接パネル部４４には、ビード状の突出部７４が
形成されている。この突出部７４は、第一フランジ２４及び第二フランジ３４の対向する
方向（すなわち、Ｚ方向）における第一フランジ２４側（Ｚ１側）に突出しており、第一
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フランジ２４の先端部（突出部７４側の端部）と当接されている。また、図４に示される
ように、この突出部７４は、Ｘ方向に間隔を空けて複数形成されており、各突出部７４は
、被溶接部５５とＸ方向にオーバラップしている。
【００３８】
　同様に、図３に示されるように、上述の隣接パネル部４６には、ビード状の突出部７６
が形成されている。この突出部７６は、第一フランジ２６及び第二フランジ３６の対向す
る方向（すなわち、Ｚ方向）における第一フランジ２６側（Ｚ１側）に突出しており、第
一フランジ２６の基端部（突出部７６側の端部）と当接されている。また、図４に示され
るように、この突出部７６は、Ｘ方向に間隔を空けて複数形成されており、各突出部７６
は、被溶接部６５とＸ方向にオーバラップしている。
【００３９】
　また、図３に示されるように、上述の連結壁部２２には、上述のＺ方向に貫通する貫通
孔８０が形成されている。この貫通孔８０は、円孔とされている。なお、この貫通孔８０
が形成された連結壁部２２は、本発明における「本体パネル部における貫通孔が形成され
た部分」に相当する。
【００４０】
　一方、この連結壁部２２と対向する対向パネル部３２には、上述のＹ方向に延びる長孔
８２が形成されている。この長孔８２は、貫通孔８０と同軸上に形成された同軸部８４と
、この同軸部８４から第二フランジ３４側（第二フランジ３６と反対側）に延長して形成
された延長部８６とを有している。
【００４１】
　そして、図５に示されるように、この貫通孔８０及び長孔８２と、上述の第一フランジ
２４、第二フランジ３４、及び、突出部７４との各部の長さＬ１～Ｌ６は、後述する車体
部材の接合方法との関係から、次のように設定されている。
【００４２】
　なお、Ｌ１は、貫通孔８０における第一フランジ２４側の端部から第一フランジ２４の
基端部までのＹ方向に沿った長さであり、Ｌ２は、貫通孔８０における第一フランジ２４
側の端部から第一フランジ２４の先端部までのＹ方向に沿った長さである。
【００４３】
　また、Ｌ３は、長孔８２における第二フランジ３４側の端部から突出部７４の頂部まで
のＹ方向に沿った長さであり、Ｌ４は、貫通孔８０における第一フランジ２４と反対側の
端部から第一フランジ２４の先端部までのＹ方向に沿った長さである。
【００４４】
　また、Ｌ５は、長孔８２における第二フランジ３４と反対側の端部から突出部７４にお
ける第二フランジ３４側の端部までのＹ方向に沿った長さであり、Ｌ６は、長孔８２にお
ける第二フランジ３４と反対側の端部から第二フランジ３４の基端部までのＹ方向に沿っ
た長さである。
【００４５】
　そして、この車体部材１０では、Ｌ２＞Ｌ３＞Ｌ１、且つ、Ｌ５≧Ｌ４＞Ｌ６を満足す
るように、Ｌ１～Ｌ６が設定されている。
【００４６】
　同様に、上述の貫通孔８０及び長孔８２と、第一フランジ２６、第二フランジ３６、及
び、突出部７６との各部の長さＬ１’～Ｌ６’は、後述する車体部材の接合方法との関係
から、次のように設定されている。
【００４７】
　なお、Ｌ１’は、貫通孔８０における第一フランジ２６と反対側の端部から第一フラン
ジ２６の基端部までのＹ方向に沿った長さであり、Ｌ２’は、貫通孔８０における第一フ
ランジ２６と反対側の端部から第一フランジ２６の先端部までのＹ方向に沿った長さであ
る。
【００４８】
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　また、Ｌ３’は、長孔８２における第二フランジ３６と反対側の端部から突出部７６の
頂部までのＹ方向に沿った長さであり、Ｌ４’は、貫通孔８０における第一フランジ２６
側の端部から第一フランジ２６の基端部までのＹ方向に沿った長さである。
【００４９】
　また、Ｌ５’は、長孔８２における第二フランジ３６側の端部から突出部７６における
第二フランジ３６側の端部までのＹ方向に沿った長さであり、Ｌ６’は、長孔８２におけ
る第二フランジ３６側の端部から第二フランジ３６の先端部までのＹ方向に沿った長さで
ある。
【００５０】
　そして、この車体部材１０では、Ｌ１’＜Ｌ３’＜Ｌ２’、且つ、Ｌ５’≦Ｌ４’＜Ｌ
６’を満足するように、Ｌ１’～Ｌ６’が設定されている。
【００５１】
　次に、本発明の一実施形態に係る車体部材の接合方法について説明する。
【００５２】
　先ず、図５の上図に示されるように、第一工程において、貫通孔８０と、長孔８２とに
直線棒状の治具９０を挿入する。この治具９０の外径は、貫通孔８０の内径とほぼ同一（
厳密には貫通孔８０の内径よりも僅かに小径）とされている。
【００５３】
　そして、治具９０を、貫通孔８０に嵌合させた状態、すなわち、少なくとも貫通孔８０
における第一フランジ２４側（第一フランジ２６と反対側）の端部に当接させた状態で、
この治具９０を、長孔８２における第二フランジ３４側（第二フランジ３６と反対側）の
端部に当接させる。これにより、第一フランジ２４，２６が隣接パネル部４４，４６とそ
れぞれ対向され、突出部７４，７６の頂部が第一フランジ２４，２６とそれぞれ当接され
る。
【００５４】
　また、このとき、第一フランジ２４及び第二フランジ３４の少なくとも一方に、その延
びる方向（Ｘ方向）の一端側から他端側に亘って接着剤５０を予め塗布しておく（図６の
上図参照）。そして、隣接パネル部４４における突出部７４に対する第二フランジ３４と
反対側の部分４４Ａと第一フランジ２４との間に第一フランジ２４の延びる方向の一端側
から他端側に亘って接着剤５０を介在させる。
【００５５】
　同様に、第一フランジ２６及び第二フランジ３６の少なくとも一方に、その延びる方向
（Ｘ方向）の一端側から他端側に亘って接着剤６０を予め塗布しておく（図６の上図参照
）。そして、隣接パネル部４６における突出部７６に対する第二フランジ３６と反対側の
部分４６Ａと第一フランジ２６との間に第一フランジ２６の延びる方向の一端側から他端
側に亘って接着剤６０を介在させる。
【００５６】
　続いて、図５の下図に示されるように、第二工程において、長孔８２における第二フラ
ンジ３４と反対側（第二フランジ３６側）の端部が治具９０と当接するまで、第二パネル
部材１４を第一パネル部材１２及び治具９０に対してＹ方向に沿ってスライド（Ｙ１側に
スライド）させる。
【００５７】
　そして、上述の接着剤５０のうち被溶接部５５とＸ方向にオーバラップする部分５０Ａ
（図５，図６の上図参照）を突出部７４によって削ぎ取る。同様に、上述の接着剤６０の
うち被溶接部６５とＸ方向にオーバラップする部分６０Ａを突出部７６によって削ぎ取る
。
【００５８】
　また、図５，図６の下図に示されるように、長孔８２における第二フランジ３４と反対
側（第二フランジ３６側）の端部が治具９０と当接すると、第一フランジ２４が突出部７
４を乗り越えて第二フランジ３４と位置決めされた状態で対向される。また同様に、第一
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フランジ２６が突出部７６を乗り越えて第二フランジ３６と位置決めされた状態で対向さ
れる。
【００５９】
　そして、これにより、第一フランジ２４の接着部５２と第二フランジ３４の被接着部５
３とが接着剤５０のうち残余の部分である残余部５０Ｂにより接着される（図２参照）。
同様に、第一フランジ２６の接着部６２と第二フランジ３６の被接着部６３とが接着剤６
０のうち残余の部分である残余部６０Ｂにより接着される。
【００６０】
　そして、最後に、図５の下図に示されるように、第三工程において、第一フランジ２４
の溶接部５４と第二フランジ３４の被溶接部５５とをスポット溶接し、溶接点５１を形成
する。また同様に、第一フランジ２６の溶接部６４と第二フランジ３６の被溶接部６５と
をスポット溶接し、溶接点６１を形成する。以上の要領で、第一フランジ２４と第二フラ
ンジ３４、及び、第一フランジ２６と第二フランジ３６とがそれぞれ接合される。
【００６１】
　次に、本発明の一実施形態の作用及び効果について説明する。
【００６２】
　以上詳述したように、本発明の一実施形態によれば、第一工程において塗布した接着剤
５０のうち、被溶接部５５とＸ方向にオーバラップする部分５０Ａは、突出部７４によっ
て削ぎ取られる（図５，図６の上図参照）。従って、その後、第三工程において溶接部５
４と被溶接部５５とを溶接する際には、この溶接部５４と被溶接部５５との間に接着剤が
介在されることを抑制することができる。これにより、第一フランジ２４及び第二フラン
ジ３４における溶接箇所の品質（つまり、溶接部５４及び被溶接部５５における溶接品質
）を確保することができる。
【００６３】
　同様に、第一工程において塗布した接着剤６０のうち、被溶接部６５とＸ方向にオーバ
ラップする部分６０Ａは、突出部７６によって削ぎ取られる（図５，図６の上図参照）。
従って、その後、第三工程において溶接部６４と被溶接部６５とを溶接する際には、この
溶接部６４と被溶接部６５との間に接着剤が介在されることを抑制することができる。こ
れにより、第一フランジ２６及び第二フランジ３６における溶接箇所の品質（つまり、溶
接部６４及び被溶接部６５における溶接品質）を確保することができる。
【００６４】
　しかも、治具９０を用いると共に、貫通孔８０及び長孔８２を基準孔として利用するこ
とで、第二工程において、第一フランジ２４と第二フランジ３４、及び、第一フランジ２
６と第二フランジ３６とをそれぞれ容易に位置決めすることができる。
【００６５】
　また、この第二工程では、突出部７４を第一フランジ２４の先端部と当接させることに
よっても、第一フランジ２４及び第二フランジ３４を位置決めすることができる。同様に
、突出部７６を第一フランジ２６の基端部と当接させることによっても、第一フランジ２
６及び第二フランジ３６を位置決めすることができる。
【００６６】
　次に、本発明の一実施形態の変形例について説明する。
【００６７】
　上述の本発明の一実施形態において、突出部７４は、図３に示されるように、第一フラ
ンジ２４の先端部と当接されていたが、第一フランジ２４の先端部と近接されていても良
い。また、突出部７６は、第一フランジ２６の基端部と当接されていたが、第一フランジ
２６の基端部と近接されていても良い。このように構成されていても、第一フランジ２４
と第二フランジ３４、及び、第一フランジ２６と第二フランジ３６とをそれぞれ位置決め
することができる。
【００６８】
　また、本発明の一実施形態において、突出部７４は、図７に示されるように、断面直角
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三角形状に形成され、その第二フランジ３４と反対側の壁面７４Ａが上述のＺ方向に延び
ていても良い。同様に、突出部７６も、断面直角三角形状に形成され、その第二フランジ
３６と反対側の壁面７６Ａが上述のＺ方向に延びていても良い。
【００６９】
　このように構成されていると、上述の第二工程において、第二パネル部材１４を第一パ
ネル部材１２に対してＹ方向に沿ってスライド（Ｙ１側にスライド）させた際には、突出
部７４上に接着剤５０が乗り上がることが抑制されるので、突出部７４における第二フラ
ンジ３４と反対側の壁面７４Ａによって接着剤５０をより効果的に削ぎ取ることができる
。
【００７０】
　同様に、接着剤６０については、突出部７６上に接着剤５６が乗り上がることが抑制さ
れるので、突出部７６における第二フランジ３６と反対側の壁面７６Ａによってより効果
的に削ぎ取ることができる。これにより、第一フランジ２４及び第二フランジ３４におけ
る溶接箇所の品質、及び、第一フランジ２６及び第二フランジ３６における溶接箇所の品
質をそれぞれ向上させることができる。
【００７１】
　また、本発明の一実施形態において、突出部７４は、図８に示されるように、その第二
フランジ３４側の壁面７４Ｂが上述のＺ方向に延びていても良い。同様に、突出部７６に
おける第二フランジ３６側の壁面７６Ｂも上述のＺ方向に延びていても良い。
【００７２】
　このように構成されていると、上述の第二工程において、突出部７４における第二フラ
ンジ３６側の壁面７４Ｂを、第一フランジ２４の先端部と当接又は近接させた場合に、突
出部７４上を第一フランジ２４が乗り上げることを抑制することができるので、第一フラ
ンジ２４及び第二フランジ３４をより効果的に位置決めすることができる。同様に、突出
部７６における第二フランジ３６側の壁面７６Ｂを、第一フランジ２６の基端部と当接又
は近接させた場合に、突出部７６上を第一フランジ２６が乗り上げることを抑制すること
ができるので、第一フランジ２６及び第二フランジ３４をより効果的に位置決めすること
ができる。
【００７３】
　なお、この図８に示される変形例において、突出部７４は、断面矩形状に形成されてお
り、その第二フランジ３４と反対側の壁面７４Ａも、上述のＺ方向に延びている。同様に
、突出部７６も、断面矩形状に形成されており、その第二フランジ３６と反対側の壁面７
６Ａは、上述のＺ方向に延びている。このように構成されていると、上述の図７に示され
る変形例と同様の作用及び効果を奏することができる。図７に示される例は、参考例であ
る。図８に示される例、及び、図１～図６のうち図８に示される例を含む例は、本発明の
一実施形態である。
【００７４】
　また、図１に示されるように、本発明の一実施形態において、車体部材１０は、第一フ
ランジ２４及び第二フランジ３６と、第一フランジ２６及び第二フランジ３６とを有して
いたが、第一フランジ２４及び第二フランジ３４と、第一フランジ２６及び第二フランジ
３６とのうちいずれかの組み合わせのみを有する構成とされていても良い。
【００７５】
　また、車体部材１０は、閉断面１６を構成する骨格部材とされていたが、骨格部材以外
の部材とされていても良い。
【００７６】
　また、溶接部５４及び被溶接部５５は、スポット溶接により接合されていたが、スポッ
ト溶接以外の溶接により接合されていても良い。同様に、溶接部６４及び被溶接部６５に
ついても、スポット溶接以外の溶接により接合されていても良い。
【００７７】
　また、接着剤５０，６０の一部を削ぎ取るために、突出部７４，７６がビード状とされ
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【００７８】
　以上、本発明の一実施形態について説明したが、本発明は、上記に限定されるものでな
く、上記以外にも、その主旨を逸脱しない範囲内において種々変形して実施可能であるこ
とは勿論である。
【符号の説明】
【００７９】
Ｓ　車体部材の接合構造
１０　車体部材
１２　第一パネル部材
１４　第二パネル部材
１８，２０　側壁部（本体パネル部の一部）
２２　連結壁部（本体パネル部における貫通孔が形成された部分）
２４，２６　第一フランジ
３２　対向パネル部
３４，３６　第二フランジ
４４，４６　隣接パネル部
４４Ａ，４６Ａ　隣接パネル部における突出部に対する第二フランジと反対側の部分
５０，６０　接着剤
５０Ａ，６０Ａ　オーバラップする部分
５０Ｂ，６０Ｂ　残余部（残余の部分）
５２，６２　接着部
５３，６３　被接着部
５４，６４　溶接部
５５，６５　被溶接部
７４，７６　突出部
７４Ａ，７６Ａ　突出部における第二フランジと反対側の壁面
７４Ｂ，７６Ｂ　突出部における第二フランジ側の壁面
８０　貫通孔
８２　長孔
８４　同軸部
８６　延長部
９０　治具
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